
旭川市公共施設等総合管理計画（改訂版）（案）について

総務部公共施設マネジメント課

令和3年9月13日 
令和3年度 第7回旭川市行財政改革推進委員会

資料２

 ■第１章 計画について

 □第２章 旭川市の現状と将来の見通し

 □第３章 公共施設マネジメント
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公共施設等総合管理計画とは

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行うための

中期的な取組の方向性を明らかにする計画として，

所有施設等の現状 や

施設全体の管理に関する基本的な方針

を定めるもの。

「公共施設等総合管理計画の更なる推進に向けた説明会資料」（総務省）より

3

背　　景

・過去に建設された公共施設等が大量に更新時期を迎える

・人口減少・少子高齢化により公共施設等の利用需要が変化

・厳しい財政状況が続き，今後も大幅な税収増は見込めない

中長期的な視点をもち，今後の人口動向や市民ニーズに応じて，

公共建築物の最適な配置，施設の長寿命化などを推進するとともに，

バリアフリー化やユニバーサルデザイン化に対応し，

公共施設等を将来にわたり持続的に提供していくことや

財政負担の軽減・平準化を図ることを目的とする。
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公共施設等総合管理計画の策定要請
（平成26年4月総務大臣通知）

旭川市公共施設等総合管理計画(平成28年2月策定）



計画期間

平成28（2016）～ 令和21（2039）年度
　　　　　　　24年間（6年ごとに見直し）
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H28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
2016 2021 2022 2027 2028 2033 2034 2039

旭川市公共施設等総合管理計画 平成28（2016）年度～令和21（2039）年度：24年間

第８次旭川市総合計画

 令和16～21年度 令和10～15年度 令和４～９年度6年ごとに見直し

次期総合計画

第２期ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
R10(2028）～R15(2033)

第３期ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
R16(2034）～R21(2039)

第１期ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
H31/R1(2018）～R９(2027）

計画の範囲

公共建築物

学校　市営住宅　集会施設　図書館
高齢者福祉施設　消防施設　など

道路　橋りょう　河川　公園　空港
農業施設　農村公園　廃棄物処分場

上水道　下水道　市立旭川病院

公有財産 公共施設等

土地

その他
（動産･債権等）

土木系公共施設

企業会計施設

対象範囲
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計画の位置付け

個別施設計画

第８次旭川市総合計画

旭川市公共施設等総合管理計画

都市計画マスタープラン 行財政改革推進プログラム

その他関連する分野の方針・計画等

連携

インフラ長寿命化基本計画（基本計画）【国】

各省庁が策定
（行動計画）【国】

公共施設等総合管理計画
（行動計画）【地方】

公
共
建
築
物

橋
り
ょ
う

道
路

・
・
・

・
・
・

個別施設計画

公
共
建
築
物

旭川市公共施設等総合管理計画
第１期アクションプログラム本編

市
営
住
宅

学
校

道
路

公
園

上
下
水
道

・
・
・
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 □第１章 計画について

 ■第２章 旭川市の現状と将来の見通し

 □第３章 公共施設マネジメント
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旭川市の人口(人口推移）

【現在と同じ状況で推移した場合の推計値（旭川市人口ビジョン推計パターン①）】 
 ・合計特殊出生率：2013年から2017年までの5年間の平均値1.30が将来にわたり継続すると仮定 
 ・純移動率（ある年齢階級の人口集団が１年後の年齢に達するまでに社会移動（転出入）する確率）：
  2014年から2018年までの5年間の平均値が将来にわたり継続すると仮定 
【理想的に推移した場合の推計値（旭川市人口ビジョン推計パターン④）】 
 ・合計特殊出生率：2023年に全国値，2030年に1.80，2040年に2.07となるよう段階的に増加すると仮定
  （地方人口ビジョンの策定のための手引き（内閣府作成）と同設定） 
 ・純移動率：2040年に0となるよう段階的に収束すると仮定 

331,951

0
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（人口ピーク：1986年）
365,311

（2020年10月1日現在）

現在と同じ状況で推移した場合
（パターン①）

229,133

理想的に推移した場合
（パターン④）

181,228

-10万人

-15万
人

（人口推移：旭川市人口ビジョン（改定版）を基に作成）

神居村・江丹別村合併（1955)
永山町合併（1961)

東旭川町合併（1963)

神楽町町合併（1968）
東鷹栖町合併（1971)
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理想的に推移しても
40年後には
約10万人減少

旭川市の人口（年齢3区分別人口推移）

（年齢3区分別人口推移：旭川市人口ビジョン（改定版）を基に作成）
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52.3% 48.0% 46.2% 48.3%
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高齢者人口（65歳以上）

生産年齢人口（15～64歳）

年少人口（0～14歳）

主たる納税者である
生産年齢人口の減少
が特に大きい

（112,748）

（35,416）

（85,732）

（110,589）

（32,812）

331,951

229,133

-7.3万人

-2.7万人

-0.3万人

理想的に推移した場合の推計値

税収への影響大

（183,786）
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財政状況（歳入決算の推移（普通会計）
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市債

国・道支出金

地方交付税

地方税

自主財源（地方税）の割合が低い

（自主財源）

自由度が低い財政構造

（歳入決算額（普通会計）推移：地方財政状況調査（総務省）を基に作成）
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歳出決算の推移（普通会計）
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投資的経費

公債費

扶助費

人件費

義務的経費（特に扶助費）が増加

自由に使える財源の余裕がなくなる

義務的経費20年で2.2倍に増加

20年前の1/2

（歳出決算額（普通会計）推移：地方財政状況調査（総務省）を基に作成）
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市債残高の推移（普通会計）
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臨時財政対策債

建設事業等債

・公共事業等の抑制により
　建設事業等債は減少
・臨時財政対策債は増加

市債（借金）全体は
大きく減少していない

（市債残高（普通会計）推移：地方財政状況調査（総務省）を基に作成）

13

基金残高の推移（普通会計）
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その他特定目的基金

減債基金

財政調整基金

減債・財政調整基金
残高計6億まで減少

持続可能な財政運営のため
一定の調整財源の確保が必要

（基金残高（普通会計）推移：地方財政状況調査（総務省）を基に作成）

財政調整基金と減債基金の
残高合計が，一時は危機的
状況まで減少
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公共建築物の現状（年度別建築床面積）
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旧耐震基準 新耐震基準
19～10年29～20年39～30年49～40年 10年未満築50年以上

64%が建築後30年経過

（年度別建築床面積：総務部資料より作成）

建築後30年を経過すると
改修や更新が必要になる

多くの施設が
更新期を迎えている
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公共建築物の現状（一人当たり保有床面積）

人口
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合計保有床面積

現状と同じ状況で
推移した場合

理想的に推移した場合

一人当たりの負担が増加

人口一人当たり保有床面積 

3.6㎡/人

人口減少が進行すると
一人当たり保有床面積が
増加

（年度別保有床面積推移：総務部資料より作成）
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土木系公共施設の現状（道路）
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1,260
高度経済成長期に
整備されたものが多く，
経年劣化が進行している

（年度別道路（市道）延長増減状況：土木部資料より作成）
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土木系公共施設の現状（橋りょう）

多くが高度経済成長期
以降に整備
今後，更新期が集中する

（年度別橋りょう整備状況：土木部資料より作成）

18



0 
20 
40 
60 
80 

100 
（km）

～
19

50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

0 
20 
40 
60 
80 

100 
（km）

～
19

50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

老朽化した
管や施設が増加

上下水道管だけでなく、
施設や設備も集中的に
更新の時期を迎える

企業会計施設の現状（上下水道）

（（上）年度別水道管路整備状況，（下）年度別下水道管路整備状況：水道局資料より作成）
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公共施設等に係る中長期的な経費の見込み
(単純更新した場合）
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公共建築物 土木系公共施設 水道施設

下水道施設 市立旭川病院 将来必要施設整備費

現投資額

（公共施設等の将来更新費用推計（単純更新の場合））

≒約2.0倍

将来必要施設整備費
現投資額

将来必要施設整備費

約 458 億円/年 施設総量をそのまま維持するには，
約2倍の整備費が必要

現投資額

約 226 億円/年
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現投資額    令和2年人口
  331,951人

  将来必要
 施設整備費

    令和22年推計
    275,497人

普
通
会
計

公共建築物 70億円 126億円

土木系公共施設 114億円 147億円

普通会計合計 184億円 55,430円/人 273億円 99,094円/人

企
業
会
計

水道・下水道 40億円 178億円

市立旭川病院 2億円 7億円

企業会計合計 42億円 12,652円/人 185億円 67,151円/人

   合 計 226億円 68,082円/人 458億円 166,245円/人

（令和2（2020）年及び令和22（2040）年の人口一人当たりの施設整備費負担額）

公共施設等に係る中長期的な経費の見込み
(単純更新した場合）

一人当たりの負担は
現在の約2.4倍必要
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公共建築物 土木系公共施設 水道施設

下水道施設 市立旭川病院 将来必要施設整備費

現投資額 単純更新の場合

≒約1.4倍

将来必要施設整備費
現投資額

将来必要施設整備費（単純更新の場合）
約 458 億円/年

現投資額

約 226 億円/年

　長寿命化等対策後の見込み

　約 316 億円/年　

長寿命化等対策の効果額
約142億円/年

現投資額に対し
約90億円の超過

（公共施設等の将来更新費用推計（長寿命化等対策後の場合））

公共施設等に係る中長期的な経費の見込み
(長寿命化等対策を実施した場合）
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公共施設等の課題

〇人口減少・少子高齢化が進行することで，税収増加が見込めない一方，

　扶助費の増加が予想され，公共施設等の整備費の確保は一層困難になる。

〇公共建築物は老朽化に伴い改修や更新が必要であるが，

　多額の費用を要するため，総量を維持することは困難。

　また，人口減少・少子高齢化により利用需要の変化も予想される。

〇道路や上下水道といった都市基盤施設についても，

　老朽化に伴う改修や更新が必要であり，多額の費用を要する。

　しかし，市民生活に不可欠な施設であるため，総量の縮減は困難。

〇財政負担の軽減・平準化を図るとともに，

　多様化する市民ニーズに対応しながら公共施設等の課題を解決するには，

　全庁的な施設マネジメントが必要。
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 □第１章 計画について

 □第２章 旭川市の現状と将来の見通し

 ■第３章 公共施設マネジメント
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4つの基本方針

基本方針１　施設保有量の最適化

財政状況や人口規模に応じて，必要な機能やサービスを集約するなど，
施設保有量の最適化を図ります。 

基本方針２　施設の適切な維持管理

施設ごとに適切な保全を図り，長寿命化や耐震化を進めます。

基本方針３　コストの抑制と財源の確保

現在の契約手法について見直しを行ったり，民間のノウハウを取り入れるなど，
効果的・効率的に施設を運営していきます。 

基本方針４　推進体制とマネジメントサイクルの構築

公共施設等の課題解決に向け，本市の公共施設マネジメントを推進していくため，
専門組織を中心とした全庁横断的な推進体制を構築します。 
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基本方針１　施設保有量の最適化

(１)　総量の削減

 公共建築物を様々な視点から客観的に評価し，地域の状況なども考慮して再編計画を策

定します。

　施設規模の適正化を図りながら，既存施設の複合化・統合などにより，

必要な機能やサービスを集約し，施設保有量の段階的な削減に取り組みます。

財政状況や人口規模に応じて，必要な機能やサービスを集約するなど，
施設保有量の最適化を図ります。 

高建物性能（ハード面）

施
設
機
能
（ソ
フ
ト
面
）

高

【複合化・統合】
建物性能 低

施設機能 高

【継続】
建物性能 高

施設機能 高

【廃止】
建物性能 低

施設機能 低

【転用・売却】
建物性能 高

施設機能 低

施設評価基準

低

低

マトリックスを使用した
公共建築物評価のイメージ
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公民館

学校

学校＋公民館

(２)　建替えや新規整備の考え方

 新たに施設を整備するときは，既存施設の有効活用を優先的に検討します。

　建替えや新規整備により施設保有量が増える場合は，別の施設を複合化するなどして，

総量の削減に努めます。

施設再編（複合化）のイメージ 施設再編（統合）のイメージ

27基本方針１　施設保有量の最適化

Ａ学校 Ｂ学校

Ｃ学校
Ａ＋Ｂ＋Ｃ学校

基本方針２　施設の適切な維持管理

(１)　点検・診断の実施

 定期的な点検・診断により，劣化・損傷状況を適切に把握して事故などを未然に防ぎ，

公共施設等を良好な状態で維持します。

(２)　改修等の優先度

 一定規模以上の改修等は，優先度が高いものから計画的・効率的に実施します。

施設ごとに適切な保全を図り，長寿命化や耐震化を進めます。

28



(３)　予防保全・長寿命化

 構造，部位ごとに目標使用年数や改修周期を定め，計画的に予防保全を実施することで，

公共施設等の長寿命化を図り，財政負担の平準化に努めます。

時間の経過

建
物
の
性
能
レ
ベ
ル

当初の性能レベル新築

予防保全のイメージ

【補修】

支障のないレベル
まで回復

【修繕➡更新】

当初のレベルまで
回復[予防保全]

【改修➡更新】

当初よりもレベル
向上

新たに求められる性能レベル

性能の下限

29基本方針２　施設の適切な維持管理

(４)　耐震化の推進

　特に重要度の高い公共施設等から，優先的に耐震改修を行います。

　他の大規模な更新工事等に合わせて耐震改修を行うなど，経費削減に努めます。

(５)　ユニバーサルデザイン化の推進

　公共施設等の整備，改修等に当たっては，バリアフリー化に取り組み，誰もが利用しやすい

ユニバーサルデザインに基づいた施設を目指します。

(６)　廃止施設の除却 

　今後とも利用見込みのない公共施設等について，土地の売却など有効活用が見込めたり，

倒壊により周辺環境に影響を及ぼす危険性がある場合などには，優先的に除却します。 

30基本方針２　施設の適切な維持管理

※ ユニバーサルデザイン
  障がいの有無，年齢，性別，人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいようあらかじめ都市や生活環境を
  デザインする考え方



基本方針３　コストの抑制と財源の確保

現在の契約手法について見直しを行ったり，民間のノウハウを取り入れるなど，
効果的・効率的に施設を運営していきます。

(１)　管理運営の効率化

　各種委託業務の契約手法の見直し，維持管理業務の標準化などについて検討し，

公共施設等の管理運営の効率化に努めます。

(２)　民間活用の促進

　公共施設等の整備，更新，維持管理及び運営について，民間事業者の資金・ノウハウを

活用したり，包括契約や一括契約をするなど，より効果的・効率的なサービスの提供方法

を検討します。

 地域密着型の公共施設等については，地域住民が維持管理することを検討します。

31

※ ＰＰＰ
  「Public Private Partnership」の略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で，
  民間資本や民間のノウハウを利用し，効率化や公共サービスの向上を目指すもの
※ 指定管理者制度
  民間事業者や自治会，ＮＰＯ法人等による公の施設の管理運営を可能とするもので，民間活力を活用して
  サービス向上，経費節減等を図ることを目的とする。
※ ＰＦＩ
  「Private Finance Initiative」の略。公共施設等の建設，維持管理，運営等に民間の資金，経営能力及び
  技術的能力を活用することで，効率化やサービス向上を図る公共事業の手法の一つ

PPPのイメージ（官民連携（PPP/PFI）の推進について（国土交通省水管理・国土保全局）より）

32基本方針３　コストの抑制と財源の確保



(３)　施設の売却

　用途廃止を予定している公共施設等のうち，庁内での利活用が見込めない場合は，

売却又は貸付けに努めます。

　その売却益等を基金に積み立て，公共施設等の改修などに活用することを検討します。

(４)　受益者負担の適正化

　公共施設等の利用実態などに照らし，現状の利用者負担の在り方に問題がないか整理し，

必要に応じて基準の見直しを検討します。

(５)　広域的な連携

　公共施設等の共同整備や相互利用など，コスト抑制のために

国，北海道，周辺市町村との広域的な連携に努めます。

33基本方針３　コストの抑制と財源の確保

基本方針４　推進体制とマネジメントサイクルの構築

公共施設等の課題解決に向け，本市の公共施設マネジメントを推進していくため，
専門組織を中心とした全庁横断的な推進体制を構築します。

(１)推進体制

　全庁横断的な体制を構築し，一体となって公共施設マネジメントの取組を推進します。

   ※平成28（2016）年4月に専門組織として公共施設マネジメント課を設置

・施設再編の取組
・施設保全の取組
・進捗管理
・施設データ管理  など

専門組織
（公共施設マネジメント課）

関係部局

・施設再編などについて検討

庁内組織
（公共施設等総合管理計画推進専門部会） ・施設維持管理

・施設再編の取組
・施設保全の取組 など

施設所管課

財産管理

行政改革

まちづくり

財政

都市建築

総合政策

事務局

連携・協議

公共施設マネジメント推進体制のイメージ
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(２)施設情報の一元管理

　公共建築物に係る情報の共有化を図るため，施設の状態や修繕履歴，光熱水費，

施設管理費などのデータを蓄積し，一元的に管理するシステムの構築に努めます。

(３)公共施設マネジメントの実践

　施設再編の取組として，各公共建築物の施設評価を行い，

施設類型別・地域まちづくり推進協議会別の再編計画を作成します。

　施設保全の取組として，今後も市が保有し続ける公共建築物で，

一定基準を満たすものについては，個別施設・施設類型別の保全計画を作成します。

35基本方針４　推進体制とマネジメントサイクルの構築

公共施設マネジメントの流れ

36基本方針４　推進体制とマネジメントサイクルの構築

施設再編の取組

個別施設
評価

個別施設
評価

施設保全の取組

施設類型別
再編計画

個別施設
保全計画

個別施設
保全計画

施設類型別
保全計画

公共施設等総合管理計画

地域まちづくり
推 進 協 議 会 別
再編計画



(４)ＰＤＣＡマネジメントサイクル

　ＰＤＣＡサイクルを取り入れ,スパイラルアップを図りながら計画を適宜見直します。

　公共建築物を対象として，施設総量における数値目標を設定します。

PDCA公共施設マネジメントサイクル

37基本方針４　推進体制とマネジメントサイクルの構築

公共施設等総合管理計画

再編計画・保全計画

施設の再編計画や保全計画もＰＤＣＡサイ
クルにより評価 見直しを繰り返し 公共施， ，
設等総合管理計画に適宜反映

P

D

A

C

公共施設等総合管理計画
再編計画
保全計画

など

各計画を実行計画実行後の評価，
課題の洗い出し

改善策を計画に反映

lanP
計画

oD
実行

ctionA
改善

heckC
評価

保有延床面積を約10万㎡（約8%)削減

 ※基準値：平成31年2月時点の保有延床面積（1,203,459.89㎡）
 ※一部借上施設を含み，放課後児童クラブを除く

(５)市民及び議会への情報提供

　情報提供や意見聴取を通じ，公共施設についての課題を市民と共有します。

　議会にも適宜情報を提供します。

(６)職員の意識改革の推進

　全庁的な公共施設マネジメントを推進するため，研修などを行い，

各職員の意識啓発に努めます。

38基本方針４　推進体制とマネジメントサイクルの構築



39(資料）公共施設等に係る中長期的な経費の見込みの試算範囲

公共建築物 道路・橋りょう

■試算の範囲のイメージ（見直し前）

その他土木系
公共施設

補助
金

■試算の範囲のイメージ（見直し後）
受託事業・負担金

公共建築物 道路・橋りょう その他土木系
公共施設

補助
金

水道管 下水道管 水道施設
（浄水場等）

下水道施設
(下水処理施設等) その他

水道管 下水道管 水道施設
（浄水場等）

下水道施設
(下水処理施設等) その他

市立旭川病院

（現投資額：維持補修費＋普通建設事業費（補助金等を除く。））

（現投資額：試算対象の経費を抽出）

（現投資額：修繕費＋建設改良費）※市立旭川病院は建築物に係る経費のみ

【企業会計】

維持補修費

修繕費

修繕費

【普通会計】

【普通会計】

【企業会計】

（現投資額：試算対象の経費を抽出）

受託事業・負担金

40(資料）第１期アクションプログラム施設再編計画の数値目標の概要

手法 第1期アクションプログラム施設再編計画時の内容 

更新費用の確保 
（現行と同水準の事業費で対応）

今後40年間で約66万㎡（約56%）削減

※見直し後の試算額を基準とした場合，
 単純更新ベースで  約53万㎡（約44%)の削減
 長寿命化対策ベースで 約43万㎡（約36%）の削減

市民一人当たりの保有延床面積
（保有延床面積を同程度に維持） 

今後20年間で約26万5千㎡（約23%）削減

※R3.4月保有面積を基準とした場合，
 約28万㎡（約24%)の削減 

施設評価 
（個別施設の積み上げ）

運用上の見直し，民間事業者への移行，
地域住民や利用関係団体との協議などが成立した状況にお
いて，今後20年間で，約10万㎡（約8%）削減 

　まず「施設評価」において整理しているものを目標値として設定し，第1期にお

ける取組状況を踏まえながら，「市民一人当たりの保有延床面積」での目標値に見

直すことを検討します。なお，更新費用等，財政負担への対応については，コスト

の抑制と財源確保等の取組を含めて対応を図ります。

（旭川市公共施設等総合管理計画第１期アクションプログラム施設再編計画「目標値の設定」より）  

 基準値：平成31年2月時点の保有延床面積（1,203,459.89㎡）
 一部借上施設を含み，放課後児童クラブを除く


